
通所介護事業・介護予防通所介護事業に相当する第１号通所事業 

 重要事項説明書  

 

１. 通所介護事業者(法人)の概要 

名称：法人種別 株式会社 Ｖｉｔａｌｙ 

代表者名・役職名 代表取締役 根 本 有 紗 

所 在 地・連 絡 先 

〒３１４－０２５４ 

茨城県神栖市太田５２３番地２７ 

電 話 ０４７９（４６）０７０４ 

ＦＡＸ ０４７９（４０）００３１ 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 名 ふ く ふ く 波 崎 

所 在 地・連 絡 先 

〒３１４－０４０８ 

茨城県神栖市波崎７５０５番３ 

電 話 ０４７９（２１）５６７１ 

ＦＡＸ ０４７９（２１）５６７２ 

指定事業者番号  

開 設 年 月 日 令和５年１０月６日 

利 用 定 員 ３０名（月曜日から土曜日） 

  

３．事業所の職員体制 

従事者の職種 人数 職 務 の 内 容 

管理者 １名 管理業務全般 

生活相談員 ２名以上 利用者様からの相談受付､介護計画作成､施設保守 

介護職員 ４名以上 介護サービス全般、記録、連絡 

看護職員 ２名以上 ﾘﾊﾋﾞﾘ･服薬･口腔衛生指導、緊急時の看護 

機能訓練指導員 ２名以上 機能訓練等 

事務職員 １名 受付・経理 

 

４．通常の事業の実施地域 

茨城県 神栖市  千葉県 銚子市、東庄町 

 

 

 



５．営業日及び営業時間 

営業日 毎週月曜日から土曜日までとする(祝日は営業) 

休業日 １２月３１日から１月３日までとする 

営業時間 午前８時００分から午後５時００分とする 

サービス提供時間 午前９時１５分から午後４時１５分（月曜日から土曜日） 

 

６．サービスの内容及び費用 

（１）介護保険給付対象サービス 

① サービス内容 

種 類 内    容 

食 事 
利用者様の状況に応じて適切な食事介助を行うと共に 

食事の自立について適切な援助を行います。 

入 浴 
利用者様の状況に応じて適切な入浴介助を行うと共に 

入浴の自立について適切な援助を行います。 

排 泄 
利用者様の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に 

排泄の自立においても適切な援助を行います。 

機能訓練 
利用者様の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の 

維持・向上に努めます。 

生活指導 
利用者様の生活面での指導・援助を行います。 

各種レクリェーションを実施します。 

健康チェック 血圧・体温測定等利用者様の全身状態の把握を行います。 

相談及び援助 利用者様及びその家族からのご相談に応じます。 

送 迎 ご自宅玄関から施設までの送迎を行います。 

 

② 費用 

介護保険の適用がある場合は、利用料金のうち利用者様の負担割合に応じた額 

（１割、２割又は３割）が利用者の負担額となります。 

ⅰ;)通所介護    利用時間  ７時間以上８時間未満     〈 通常規模型 〉 

要介護程度 １日当たりの利用料金 介護保険適用時の自己負担額 

要介護 １ ６，５８０円 ６５８円 

要介護 ２ ７，７７０円 ７７７円 

要介護 ３ ９，０００円 ９００円 

要介護 ４ １０，２３０円 １，０２３円 

要介護 ５ １１，４８０円 １，１４８円 

他）加算料金 入浴介助加算(Ⅰ) １回につき ４０単位（400 円）〔自己負担額 40 円〕 

        各種加算 

 

 

 



ⅱ;) 介護予防通所介護に相当する第 1 号通所事業サービス     

〈１週当たりの標準的な回数を定める場合〉 

要支援程度 １カ月当たりの利用料金 介護保険適用時の自己負担額 

事業対象者･要支援１ １７，９８０円 １，７９８円 

事業対象者･要支援２ 
１７，９８０円（１回利用） １，７９８円（１回利用） 

３６，２１０円（２回利用） ３，６２１円（２回利用） 

〈１月当たりの回数を定める場合〉 

 

 

要支援程度 １回当たりの利用料金 介護保険適用時の自己負担額 

事業対象者･要支援１ ４，３６０円 ４３６円 

事業対象者･要支援２ ４，４７０円 ４４７円 

他)加算料金 各種加算 

 

（ア）上記料金算定の基本となる時間は、利用者様の居宅サービス計画に定められた 

サービスにかかる標準的な時間を基準にします。 

（イ）介護保険での給付の範囲を超えたサービス利用の利用料金は、事業者が別に 

設定し、全額が利用者様の自己負担になりますのでご相談ください。 

（ウ）介護保険の適用の場合でも、保険料の滞納等により、自己負担額が３割になる 

   など原則の１割負担が適用にならない場合もございます。また同様に、事業者 

   に直接介護保険給付が行われない場合がありますので、その際は、利用者様は 

   料金表の利用料金全額をお支払い下さい。利用料のお支払いと引き換えにサー 

ビス提供証明書と領収証を発行します。 

 

（２）介護保険給付対象外サービス（その他自己負担になるもの） 

① 上述の４に規定する通常の事業の実施地域を超えて行う送迎の費用として、 

１０キロメートルごとに１００円。 

② 食事の提供に要する費用として ６００円（但しおやつ代含む）。 

③ おむつ、リハビリパンツ及び尿パット代としてそれぞれの実費相当。 

④ レクリェーション活動等に参加いただく場合の、材料費等の実費相当。 

⑤ その他指定通所介護において提供される便宜のうち、日常生活においても 

通常必要となるものに係る費用であって、その利用者様に負担させることが 

適当であると認められるものについては、その実費相当。 

 

(３) サービスの中止にともなうキャンセル料  

（1）利用者様がサービスの利用中止をする際には、速やかに次の連絡先までご連絡下さい。 

 

 

連 絡 先 
ふ く ふ く 波 崎 

電 話 ０４７９－２１－５６７１ 

連絡時間 午前８：００～午後５：００ 

 

 

 



(2) 利用者様の都合でサービスを中止にする場合には、できるだけサービス利用の 

２営業日前までにご連絡ください。１営業日前又は当日のキャンセルは次の 

キャンセル料を申し受けることになりますのでご了承ください。 

（但し、利用者様の体調の急変など、緊急やむを得ない事情がある場合は、 

キャンセル料は不要です） 

(3) キャンセル料は、利用者様負担の支払いに合わせてお支払い頂きます。   

時     期 キャンセル料 備   考 

サービス利用日の２営業日前まで 無  料  

サービス利用日の１営業日前まで 利用者様負担金の 50％  

サービス利用日の当日 利用者様負担金の 100％ 食事提供料600円は100% 

(4) 利用料（自己負担額）等のお支払い方法 

    毎月１５日までに前月分の請求をいたしますので、月末日までに口座振替にて 

お支払いください。 

 

７．事業所の特徴等 

 （１）事業の目的 

 株式会社エヌエスサービスが開設するデイサービスセンターが行う指定通所介護事業の 

適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定めて、指定通所介護 

サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業サービスの提供に当たる従業者が、要介 

護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、適正な指定通所介護・指定予防介護通所介 

護を提供することを目的とする。 

 （２）運営の方針 

従業者は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生 

活ができるよう、必要な日常生活の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会 

的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者様の家族の身体的及び精神的負担の 

軽減を図るものとする。 

（３）その他 

ⅰ;)通所介護計画の作成及び実践と事後評価    

（ア）当事業所の生活相談員が、利用者様の直面している課題等を評価し、ニーズや 

ご希望を踏まえて、通所介護計画・予防介護通所計画を作成し利用日ごとに 

実践いたします。 また目標の達成状況を評価し、その結果を書面に記載し、 

利用者に説明し交付します。 

ⅱ;)従業員研修について 

（イ）年間１２回程度 介護技術や社会福祉制度についてなどの研修を行っています。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 



８．サービス内容に関する苦情等相談窓口 

（１） 

当事業所における苦情の受付 

窓口責任者：渡邉 奈緒子（管理者） 

ご利用時間：午前 8:00～午後 5:00 

ご利用方法：電話 0479(21)5671 

面     接 当事業所相談室にて 

苦  情  箱 当事業所玄関脇に設置 

利用者様又は家族等から苦情の申し出があった場合は、別途定める「利用者様からの 

苦情の処置の為に講ずる措置」にもとづき真摯に受け止め、その解決に向けた取り組み 

を行い、申し出者に回答するとともに再発を防止し必要に応じてその事案を開示します。 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

申し出者は市及び県機関に苦情の申出をすることができます 

神栖市長寿介護課 
〒314-0121 神栖市溝口 1746-1 保健福祉会館内 

電話 0299(91)1702   FAX 0299(93)2399 

茨城県国民健康保険団体連合会 
〒310-0852 水戸市笠原町 978-26 茨城県市町村会館内 

電話 029(301)1550   FAX 029(301)1575 

茨城県社会福祉協議会 
〒310-0851 水戸市千波町 1918 茨城県総合福祉会館内 

電話 029(241)1133   FAX 029(241)1134 

千葉県国民健康保険団体連合会 
〒263-0016 千葉市稲毛区天台 6 丁目 4-3 

電話 043(254)7318  FAX  043(254)7401 

千葉県社会福祉協議会 
〒260-8508 千葉市中央区千葉港 4-3 

電話 043(245)1101  FAX 043(244)5201 

銚子市高齢福祉課 
〒288-8601 銚子市若宮町 1-1 

電話 0479(24)8755  FAX 0479(25)0277 

東庄町健康福祉課 
〒289-0612 東庄町石出 2692-15 健康福祉総合センター内 

電話 0478(80)3300  FAX 0478(80)3112 

 

９．利用者様の記録や情報の開示について 

 関係法令に基づいて、利用者様の記録や情報を適切に管理し、利用者様の求めに応じて 

その内容を開示します。叉、利用者及びご家族の情報の使用に関してはあらかじめ別紙 

個人情報使用同意書により同意を得た上、使用させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 



１０．緊急時等における対応方法 

利用者様の主治医又は事業者の協力医療機関への連絡を行い、医師の指示に従います。 

緊急連絡先に連絡いたします。 

利用者様の主治医 

所属医療機関の名称  

氏  名  

所在地  

電話番号  

緊急連絡先 

氏  名  

住  所  

電話番号  

昼間の連絡先  

夜間の連絡先  

 

 

１１．事故発生時の対応 

（１）事業者は、利用者様に対するサービスの提供により事故が発生した場合には速やかに 

利用者様の家族、居宅介護支援事業者、市町村等に連絡を行うとともに必要な措置を 

講じます。 

（２）事業者は、事故が発生した場合はその原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じます。 

（３）事業者は、利用者様に対するサービスの提供により発生した事故等により利用者様の 

生命、身体、財産等に損害が生じた場合は速やかにその損害を賠償します。ただし、 

事業者の故意または過失によらない場合は、この限りではありません。 

 

 

１２．虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げる

とおり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 (管理者) 

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者

に周知徹底を図っています。 

（3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

（4） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同

居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村

に通報します。 

 

 

 



１３．身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれ

がある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられる

ときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の

範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等につい

ての記録を行います。また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的

に行います。 

（1） 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（2） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及

ぶことを防止することができない場合に限ります。 

（3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなっ

た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

１４．ハラスメントについて 

第１7 条 禁止行為 

（１） 職員に対する身体的暴力（身体的な力を使って危害を及ぼす行為） 

（２） 職員に対する精神的暴力（人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、貶めた

りする行為） 

（３） 職員に対するセクシュアルハラスメント（意に添わない性的誘いかけ、好意的態度等

の要求等、性的ないやがらせ行為） 

 

１５．業務継続計画の策定等 

事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する通所介護の提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続

計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとします。  

（１）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとします。 

（２）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとします。 

 

１６．非常災害時の対策 

非常時の対応 別途定める消防計画にのっとり対応を行います。 

避 難 訓 練 
別途定める消防計画にのっとり年２回避難訓練を行います。 

利用者様の皆様にはご参加・ご協力を求める場合があります。 

 

 

１７．サービスの利用に当たっての留意事項 

（１）健康状態に異常がある場合には、その旨お申し出ください。 

（２）機能訓練室を利用する際には、必ず職員に申し出てその指導及び見守り・介助を 

受けてください。 

（３）浴室を利用する際には、必ず職員に同行・立会いを求め、その見守り・介助を受けて 

ください。 



（４）トイレを利用する際には、職員にご連絡の上必要に応じその見守り・介助を受けてください。 

（５）利用時の施設からの外出は原則禁止させていただきますが、職員同行にて外出レク 

リエーションや機能訓練を目的にした散歩等はこの限りといたしません。 

（６）施設内の設備や備品は本来の使用方法叉は職員の指示に従ってご利用ください。 

これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償いただく場合があります。 

（７）決められた場所以外での喫煙はご遠慮ください。 

（８）貴重品は自己の責任で管理してください。尚、不必要な金品のご持参はご遠慮ください。 

（９）他の利用者などへ迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動及び営利活動はご遠慮ください。 

 

（１０）心身共に自身・他者に苦痛等を与えると認められたとき又は、迷惑行為があった場合は 

注意喚起をさせて頂きます。 

（１１）安全にご利用して頂くために、必ず職員の指示に従ってください。 

 

 

１８．その他の重要事項 

（１）事業者及びその従業者は、サービス提供をする上で知り得た利用者様及びその家族に 

関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も 

同様です。 

（２）事業者は、利用者様から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等に 

おいて、利用者様の個人情報を用いません。 

（３）事業者は、利用者様の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議 

等において、当該家族の個人情報を用いません。 

（４）事業者は通所介護サービスの提供にあたり、介護支援専門員及び保健医療サービス 

または福祉サービスを提供するものとの密接な連携に努めます。 

（５）事業者は、利用者様に対するサービスの提供により事故が発生した場合には速やかに 

利用者様の家族、居宅介護支援事業者、市町村等に連絡を行うとともに必要な措置を 

講じます。 

（６）事業者は、事故が発生した場合はその原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じます。 

（７）事業者は、利用者様に対するサービスの提供により発生した事故等により利用者様の 

生命、身体、財産等に損害が生じた場合は速やかにその損害を賠償します。ただし、 

事業者の故意または過失によらない場合は、この限りではありません。 

 

 

１９．サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

   まずは、お電話などでお申し込み下さい。当社職員がお伺いいたします。 

   通所介護契約書作成と同時に契約を結び、サービスの提供を開始します。 

※居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談 

下さい。 

（２）サービスの終了 

  ① 利用者様のご都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望する日の１週間前までに文書でお申し出下さい。 

  ② 当社の都合でサービスを終了する場合 

    施設の滅失や重大な毀損及び人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を 

終了させて頂く場合がございます。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知いた 



します。 

③ 自動終了 

    以下の場合は、双方の通知が無くても、自動的にサービスを終了いたします。 

    ⅰ) 利用者様が介護保険施設に入所した場合 

    ⅱ) 介護保険給付でサービスを受けていた利用者様の要介護認定区分が、非該当 

（自立）と認定された場合 ※この場合、条件を変更して再度契約することが 

できます。 

    ⅲ) 利用者様がお亡くなりになった場合や被保険者資格を喪失した場合 

 

  ④ その他 

    ⅰ) 利用者様が、サービス利用料金の支払いを１ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう 

勧告したにもかかわらず２週間以内に支払わない場合、又は利用者様や御家族 

などが当社や当社のサービス従業者に対して、本契約を継続し難いほどの背信 

行為を行った場合には、文書で通知することによりすぐにサービスを終了さ 

せていただく場合があります。 

 

２０．重要事項の変更 

  本重要事項に変更が生じる場合は、その１ヶ月前までに変更が生じる条項を明記した 

書類を交付の上、面談で説明し、当事業所と利用者及び家族の署名・捺印を記した変更 

約定書を作成いたします。 

 

２１．提供するサービスの第三者評価の実施状況 

第三者による評価

の実施状況  

１．あり  

実施日   

評価機関名称   

結果の開示  １．あり  ２．なし  

○2 ．なし    

 

 

 

 



 

令和   年   月   日 

 

 

指定通所介護サービスの提供開始にあたり、本書面に基づいて上記重要事項の 

説明を行いました。 

 

 

      事 業 者 

所 在 地  茨城県神栖市波崎７５０５番３ 

名 称     ふ く ふ く 波 崎     ㊞ 

                     

 

説 明 者                                 ㊞ 

 

 

  

     私は、本書面に基づいて、甲から上記重要事項の説明を受けました。 

私は、指定通所介護サービスの提供開始に同意します。 

       

     利用者様   

 

住 所                        

 

氏 名         ㊞ 

 

      

代 理 人（選任した場合だけで可） 

          

住 所 

 

     氏 名              ㊞ 

 


